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地球温暖化について

ツバルは最初に沈むといわれている島
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1、

2、

1

　その後の交渉により、1997年12月に京都で開催された第３回締約国会議（COP3）において、

法的拘束力をもった温室効果ガス削減のための議定書が採択されました。京都で採択されたので、

「京都議定書」と名づけられました。

　その後、京都議定書に関する運用ルール等について交渉が行われ、京都議定書は2005年

2月16日に発効しました。残念ながら米国、オーストラリアなどが加わっていませんが、地球全体

第一約束期間とは

　京都議定書で2005年2月16日に発効しました期間は2008年1月（日本は集計上4月から)から2012年

12月の5年間で下記表の各国目標達成しなければいけません。（先進国全体で5.2％削減目標）

京都議定書とは

　1994年に発効した気候変動枠組条約では、先進国について1990年代末までに1990年の水準

に戻すことが目標とされましたが、それは努力目標であり、法的拘束力をもった削減義務は課されて

いませんでした。

での地球温暖化対策への第一歩が踏み出されました。

京都議定書

最新
+8.7％
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代替フロン

12年

2600～
50000年

議定書

114年

1
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0

23京都

空調機等

備考

ドライアイス、
燃焼ガス

家畜ふん尿、
ゲップ、発酵

-

ナイロン製造

代替フロン

※モントリオール議定書はオゾン層保護の観点で全廃する、京都議定書は地球温暖化の観点で減らす。

エネルギーの使用の合理化に関する法律改正①
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地球温暖化
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名　　称 基準年

対象ガスの種類及び基準年、係数、大気寿命

種類

ＣＯ2

オゾン層破壊
係数

臭化メチル（ブロモメタン）

ハロン（フルオロカーボン）

全廃

基板洗浄

京都議定書

最新-1.3％

+14.6％

+41.7、41.1％



5、

6、

3

アンドトレードの設定やカーボンオフセット等の方針が確立され排出権取引等あらゆる方法が出て

くる。ＣＯ2排出削減のお金が掛かるが掛けないためには更新時にいかに効率よくＣＯ2を削減する

ことが来るかが得策ではないか、序に余った枠外分は売ることが出来る。

　今後ＣＯ2削減の長期計画や中期計画が明確になり温対法や省エネ法により対策が強化されるが、

民生（業務・家庭）部門は1990年比で1.4倍と産業用の1倍に比べて、かなり増えている状況で得に

厳しい強化が考えられる。（洞爺湖サミットで中期計画がどのように出るか）

　現在は罰則等の具体的なものは出ていないが、今後規制の面積がだんだん小さくなり、キャップ

エネルギーの使用の合理化に関する法律改正②

まとめ（京都議定書）
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大気中の温室効果ガスの温暖化への影響の割合

日本の対象ガス別総排出量

温室効果ガス排出状況
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順
位

1

2
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4

5

6

7

8

9

10

11
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13

5

374

その他

各国の排出量の合
計(世界の排出量)

アメリカ

中国

ロシア

日本

インド

392.3

イギリス

カナダ

イタリア

フランス

世界の二酸化炭素排出量

出典）EDMC／エネルギー・経済統計要覧2008年版

1551.3

排出量＊

5863

5082

ドイツ

7736.7

26693.3

*排出量の単位は[百万トン-二酸化炭素(CO2)換算]

531.7

451

447.3

432.7

814

オーストラリア

メキシコ

国名

575.7

韓国

1191.7

日本の部門別総排出量

10、

1250.3

温室効果ガス排出状況
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「日本の1990〜2006年度の温室効果ガス排出量データ」

(2008.5.16発表)

25.6

6.6

6.3

25.4

7.1

4.3

*基準年は、二酸化炭素(CO2)、メタン(CH4)、一酸化二窒素

(N2O)は1990年度、

日本の二酸化炭素排出量の推移

一酸化窒素

1359.9

4.1

7.8%

5.7

1273.6

23.6

二酸化炭素

メタン

2005年

1293.5

24.1

11、

1340

排出量の単位は[百万トン-二酸化炭素(CO2)換算]

6.2%

合　計

基準年増減

ＨＦＣ

ＰFＣ

六フッ化硫黄

2006年

日本の産業別温室効果ガスの排出量と割合

日本の温室効果ガスの排出量と割合

オゾン層を破壊しないフロン類(HFCs、PFCs、SF6)は1995年度

12、

温室効果ガス排出状況
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日本の産業別温室効果ガスの量と割合13、

1990 67.8

1993

1994
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1997

1998

エネルギー変

換部門
産業部門

23.1

運輸部門
業務 その他

部門
家庭部門

2002

工業 プロセ

ス
廃棄物
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127.5 62.3 22.7
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68.9

76.7

73.8

263 184.7

261.5

136.4 63.5 24.6
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56.2

56.2266.2 201.3

56.9

143.9187.4263.7

151.9

157.5205.6265.4

261.5 167.5
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67.2 444.8 217.4

465.9
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163.6 127.5 52.3最小

*各排出量の単位は[百万トン-二酸化炭素(CO2)換算]
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温室効果ガス排出状況
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14、 家庭からの二酸化炭素排出量
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世界と日本の平気気温の変化16、

ＣO2増加による気温上昇の実績と予測17、

地球温暖化
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19、 日本の地球温暖化の影響予測

18、 温室効果のしくみ

地球温暖化
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世界の地球温暖化の実際の影響20、

地球温暖化



a、

ｂ、

ｃ、

12

の危機が起きます。

なり多くの人達が犠牲になる、それに伴い食料不足になる、特に食料自給率の低い日本は影響を

22、

拡大、加えて干ばつが激しさを増し、沿岸湿地の約30％が消失、全生物種の40％におよぶ大絶滅

生物種で最大30％が絶滅の危険がある、4度Ｃ上昇で更なる健康被害・食料減産による負担の

　地球環境も北極の氷が融けるなど厚さが約4ｍから70ｃｍなっており、南太平洋では1年間で6ｍｍ

海面が上昇し50年間で50ｃｍ、100年間で88センチ上昇する予測が出ている、このまま進むとツバル

気温が高くなるとどうなる

まとめ（地球温暖化）

と言う島（海抜1ｍ50ｃｍ）は、ほとんど沈む事になります。

 21世紀中の温度上昇は1990年基準にし最低で1.8度Ｃ、最高で4度Ｃと予測されています、2度Ｃ

上昇で30億人が水不足し生活用水の10倍を使用する農業用水などの不足で食料減産が悪化や、

受ける。

　世界全体で自然災害（猛暑、干ばつ、森林火災、ハリケーン等、大雨）が更に頻発におきるように

21、

地球温暖化
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洗濯機

60～80度Ｃの低温で保温

便器の放熱を抑えるためフタ閉める、季節によって温度調整を

テレビ

コンロ

白熱球

電子レンジ

蛍光灯

電気ポット

温水洗浄
便器

25、

掃除機

水道

家庭における省エネシステム

扇風機

炊飯器

冷蔵庫

器具

クーラー

24、

23、

　ＣO2排出量は3ページの表から産業部門（工場等）は-5.6％ですが業務部門（商業・サービス・学校）

家庭における省エネ

省エネ法を強化

は+41.7％、家庭部門は+30.4％かなり増加しています、これは省エネ法や温対法が緩いためです、

強化しない限り下がることはないでしょう。

省エネ達成率が高
い商品

更新時

無水小便器

省エネ達成率が高
い商品

省エネ達成率が高
い商品

省エネ達成率が高
い商品

省エネ達成率が高
い商品

省エネ達成率が高
い商品

省エネ達成率が高
い商品

省エネ達成率が高
い商品

省エネ達成率が高
い商品

省エネ達成率が高
い商品

省エネ達成率が高
い商品

省エネ達成率が高
い商品

省エネ達成率が高
い商品

今すぐできる方法

太陽光斜熱、2週間に1度のフィルター清掃、室外機の吹き出し口に物
を置かない、吹き出し口にブルーリボンヒモで涼しく感じる

主電源を切る、明るさや音量は適量に、こまめに消す、標準モードで、
画面を週1回清掃する

詰めすぎない、隙間を空ける、直射日光やコンロを避ける、取りやすく
分ける、温度調整で冬は弱、熱いものは冷ましてから

食べる時間に合わしてタイマーを利用、4時間保温するならまとめて炊
いて冷凍保存

レンジで加熱してコンロで調理（コンロの1/6エネルギー）

こまめに清掃する

エアコンと扇風機併用で設定を1度Ｃ上げる

鍋の水滴を拭き取ってから、平たい底が良い、中火で調理

早急に電球形蛍光灯に取替えで約80％節約

洗濯物は80％をまとめ洗いで約20％節約

部屋を片付けてから約30％節約、フィルターの手入れをしてから

水道蛇口やシャワーに節水コマを取り付ける（1個約100円）

太陽光発電システ
ム

システム

オール電化

内　　　容

現状での償却年数が早いところで12年以上長いところで20年以上のため、今後価
格半減し補助金が必要（洞爺湖サミット後補助金が増えるでしょう）

新築時や更新時であれば有効だと思いますが電磁波等の不安もあり十分検討し
た方が良いでしょう。

対策と問題点
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エネルギーサービスカンパニーと言い削減金額分で
設備の取替えの数年で賄うシステムで手法は中央方
式を省エネ型の中央方式にするがほんとに良い方法
は個別方式にする方がＣＯ2は大幅に削減できる

悪い

ＣＯ2削減
効　果

中

夏場のピーク時に発電機で電気を賄うシステムで現
状Ａ重油の高騰で省エネ性も期待できない、又ＣＯ2排
出削減もコージェネレーション（廃熱利用する）であれ
ば良いが、ほとんどが廃熱利用はしていない

大

大

小

中

小

中

26、

中

大

中

大

企業における省エネ

ＬＰガスや都市ガスでエンジンを駆動させる空調機で
燃料高騰で使用時間の短い会議室や休みのある学
校では有効です

方　　法

深夜電力で氷を作り昼間に冷房として使用するもの
で、作った氷が余ったり管理者が必要、居なければ無
駄が多くなる

ＬＰガスや都市ガスと水蒸気を高温で反応させること
で取り出した水素と空気中の酸素を化学反応させ電
気と熱を取り出し電気や給湯に利用する装置で現在
高価で償却年数長く、まだ早い

Ｈｆ用（高周波数４万Ｈz)が1番く中でも得率で良い物か
ら32Ｗ2灯用、32Ｗ1灯用+反射板、32Ｗ1灯用、86Ｗ2
灯用、86Ｗ1灯用です（新築時は32Ｗ2灯用が良く、更
新時は32Ｗ1灯用+反射板か安定器取替えが良い）

現状での償却年数が早いところで12年前後、長いとこ
ろで20年以上のため、今後価格半減し補助金が必要

高効率機と一般機で2種類あり一般は値段は安いが
消費電力が約平均25％高いため高効率インバーター
機を選択しましょう

契約電力を下げる装置で設定を下げすぎると冷えが
悪くなることや、頻繁に入り切りが増えると故障の原因
にないます、信頼できる業者を選択しましょう

デマンド監視と併用し使用料も削減する装置で上と同
様なことになります、補償し更に信用できる業者を選
択しましょう（逃げない）

厨房や地下駐車場等の送風機であれば省エネ性やＣ
Ｏ2排出削減は良いが空調用の場合はシステムも元
から変更した方が得します

ＬＰガスや都市ガスで発電機を運転し電気とエンジン
から出る熱を給湯に利用する方法で、現在価格は相
当高く値段が下がらないと普及しない

内　　　容 省エネ性

中

良い

中

中

小

中

中

良い

悪い

中

小型コージェ
ネレーション

良い

中

太陽光発電
システム

インバーター
空調機

デマンド監視
装置

空調機を間欠
運転装置

ＧＨＰ（ガス
ヒートポンプ）

氷蓄熱空調機

燃料電池

常用発電機

ＥＳＣＯ事業

電動機のイン
バーター装置

インバーター
照明器具

中

中

中

悪い

経済性

悪い

良い

良い

悪い

良い

悪い

中

中

対策と問題点
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※沖縄電力はHP環境行動レポートより

資料

各電力会社の最新排出係数一覧

事業者名
排出係数

（Kg-CO2/KWh)
把握率
（％）

北海道電力㈱

東北電力㈱

東京電力㈱

中部電力㈱

北陸電力㈱

関西電力㈱

九州電力㈱

沖縄電力㈱

四国電力㈱

イーレックス㈱

エネサーブ㈱

㈱エネック

GTFグリーン

ダイヤモンドパワー㈱

㈱ファーストエスコ

丸紅㈱

平　　均

0.479

0.441

0.339

0.481

0.457

0.338

0.375

0.932

0.368

0.429

0.423

0.441

0.289

0.432

0.292

0.507

0.439

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

100

-

※環境省報道発表-平成19年9月27日-平成18年度の電気事業者別排出係数の公表
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